
宇治市条例第３号  
宇治市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例  

（目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電を進めるに当たり、太陽光発電設

備の適正な設置及び管理に関して必要な事項を定めることにより

、災害の発生の防止並びに自然環境、生活環境及び景観（以下「

自然環境等」という。）の保全並びに地域との調和を図り、もっ

て市民の安全な生活の確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

⑴ 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備及びその附属

設備をいう。ただし、次のいずれかに該当するものを除く。 

ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に

規定する建築物に設置するもの 

イ 道路標識等と一体となっているものであって、国又は地方

公共団体が設置するもの 

ウ 照明等と一体となっているものであって、規則で定めるも

の 

⑵ 特定設備 太陽光発電設備のうち、次のいずれかに該当する

ものをいう。 

 ア 発電出力が５０キロワット以上のもの 

  イ 事業区域（事業の用に供する土地の区域をいう。以下同じ

。）の面積が５００平方メートル以上のもの 

⑶ 事業 特定設備を設置（設置のための木竹の伐採、切土、盛

土、埋立て、掘削等の造成行為を含む。以下同じ。）し、発電

する事業をいう。 

⑷ 事業者 事業を行う者をいう。 

（本市の責務） 

第３条 本市は、第１条の目的を達成するため、この条例の適正か



つ円滑な運用を図るよう必要な措置を講じなければならない。 

 （事業者の責務） 

第４条 事業者は、事業の実施に当たり、関係法令を遵守するとと

もに、災害の発生の防止及び自然環境等の保全のために必要な措

置を講じ、特定設備及び事業区域を安全かつ良好な状態に維持し

なければならない。  

（禁止区域） 

第５条 市長は、災害の発生の防止、自然環境等の保全又は太陽光

発電設備を設置する地域との調和のため、次の各号に掲げる区域

を太陽光発電設備の設置を禁止する区域（以下「禁止区域」とい

う。）として指定する。 

⑴ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第３号の国

定公園の区域 

⑵ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第７

号の風致地区の区域 

⑶ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特

別警戒区域及び同法第７条第１項の土砂災害警戒区域 

⑷ 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項

の地すべり防止区域 

⑸ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年

法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域 

⑹ 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１０９条第１

項の史跡及び名勝の区域 

⑺ 文化財保護法第１３４条第１項の重要文化的景観の区域 

⑻ 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和４２年法律第１

０３号）第５条第１項の近郊緑地保全区域であって、規則で定

める区域 

 （事業の許可） 

第６条 禁止区域以外の区域において、事業を実施しようとする事



業者は、あらかじめ規則で定める事業計画（以下「事業計画」と

いう。）を定め、市長に申請し、許可を受けなければならない。 

２ 前項の規定による申請は、次条第１項の規定による市長との協

議を終えた日から１年を経過する日までに行わなければならない

。 

 （事前協議） 

第７条 前条第１項の許可を受けようとする事業者（以下この条及

び次条において「申請者」という。）は、当該許可の申請をする

前に、事業計画について市長と協議しなければならない。 

２ 市長は前項の協議があったときは、申請者に対し、必要な助言

又は指導をすることができる。 

 （周辺住民等への説明等） 

第８条 申請者は、規則で定めるところにより、あらかじめ事業区

域の周辺の住民及び関係者（以下この項及び次項において「周辺

住民等」という。）に対し、事業計画の内容について説明会を開

催しなければならない。この場合において、申請者は、周辺住民

等の理解を得られるよう努めなければならない。 

２ 申請者は、周辺住民等の意見を踏まえ、必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

３ 申請者は、第１項の説明会を開催し、及び前項の措置を講じた

ときは、規則で定めるところにより、市長に報告しなければなら

ない。 

 （許可の基準等） 

第９条 市長は、第６条第１項の許可の申請があった場合において

、当該申請に係る事業が次の各号のいずれにも該当していると認

めるときに限り、同項の許可をすることができる。 

⑴ 事業者が次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 事業を実施するために必要な資力及び信用があると認めら

れない者 

  イ 宇治市暴力団排除条例（平成２５年宇治市条例第４３号）



第２条第４号の暴力団員等又は同条第５号の暴力団密接関係

者でなくなった日から５年を経過しない者 

ウ 第１５条の規定により許可を取り消された者で、その取り

消された日から５年を経過しないもの 

  エ 第１９条の規定により命令を受けた者で、当該命令に係る

必要な措置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

オ 事業の実施に関して、不正な行為をする恐れがあると認め

るに足りる相当の理由がある者 

⑵ 事業計画が規則に定める基準に適合するものであること。 

２ 市長は、第６条第１項の許可に災害の発生の防止及び自然環境

等の保全のため必要な条件を付すことができる。 

（変更の許可） 

第１０条 第６条第１項の許可を受けた事業者（以下「許可事業者

」という。）は、当該許可に係る事業計画を変更しようとすると

きは、規則で定めるところにより、あらかじめ市長に申請し、変

更の許可を受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な

変更については、この限りでない。 

２ 許可事業者は、前項ただし書の軽微な変更をしたときは、速や

かにその旨を市長に届け出なければならない。 

３ 第６条第２項から前条までの規定は、第１項の変更の許可につ

いて準用する。 

（工事着手の届出） 

第１１条 許可事業者は、特定設備の設置工事（事業区域を工区に

分けた時は、工区に係る設置工事。次条において同じ。）に着手

する時は、規則で定めるところにより、あらかじめ市長に届け出

なければならない。 

（完了の届出等） 

第１２条 許可事業者は、前条の設置工事を完了したときは、規則

で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は前項の規定による届出があったときは、速やかに、第６



条第１項の許可又は第１０条第１項の変更の許可の内容に適合し

ていることを検査し、その結果を許可事業者に通知するものとす

る。 

３ 許可事業者は、前項の通知を受ける前に特定設備を使用しては

ならない。 

（廃止の届出） 

第１３条 許可事業者は事業を廃止しようとするときは、規則で定

めるところにより、廃止しようとする日の３０日前までに市長に

届け出なければならない。 

２ 市長は前項の規定による届出があったときは、許可事業者に対

し、事業計画に基づく適正な措置を講ずるよう求めることができ

る。 

 （定期報告） 

第１４条 許可事業者は、特定設備の設置が完了した後は、毎年度

次の各号に掲げる事項について、規則で定めるところにより、市

長に報告しなければならない。 

⑴ 前年度の特定設備に係る維持管理の状況 

⑵ 前年度の事業に係る運営状況 

（許可の取消し） 

第１５条 市長は、許可事業者が、次の各号のいずれかに該当する

ときは、第６条第１項の許可又は第１０条第１項の変更の許可を

取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により第６条第１項の許可又は第１０

条第１項の変更の許可を受けたとき。 

⑵ 第６条第１項の許可又は第１０条第１項の変更の許可を受け

た日から起算して、３年を経過する日までに事業に着手しなか

ったとき。 

⑶ 第９条第１項に該当しないと認められるに至ったとき。 

⑷ 第９条第２項（第１０条第３項において準用する場合を含む

。）の条件に違反したとき。 



⑸ 第１０条第１項の変更の許可を受けずに事業計画が変更され

、又は事業が実施されたとき。 

（立入調査等） 

第１６条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者

に対し、報告若しくは資料の提出を求め、又は職員に事業区域に

立ち入らせて必要な調査をさせ、若しくは関係者に質問をさせる

ことができる。 

２ 前項の規定による立入調査をする職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認め

られたものと解してはならない。 

 （指導及び助言） 

第１７条 市長は、災害の発生の防止又は自然環境等の保全を図る

ため必要があると認めるときは、事業者に対して必要な指導及び

助言をすることができる。 

（勧告） 

第１８条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは

、相当の期限を定めて当該事業者に対し、必要な措置を講ずるよ

う勧告することができる。 

 ⑴ 禁止区域に太陽光発電設備を設置したとき。 

⑵ 第６条第１項の許可又は第１０条第１項の変更の許可を受け

ずに特定設備を設置したとき。 

⑶ 第７条第１項の規定による協議をせず、又は虚偽の内容で協

議を行ったとき。 

⑷ 第８条第１項（第１０条第３項において準用する場合を含む

。）の説明会を開催しないとき又は第８条第２項（第１０条第

３項において準用する場合を含む。）の措置を講じないとき。 

⑸ 第１１条又は第１２条第１項の規定による届出をせず、又は

同条第３項の規定に違反して当該特定設備を使用し、又は使用



させたとき。 

⑹ 第１３条第２項の措置を講じないとき。 

⑺ 第１４条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと

き。 

⑻ 第１６条第１項の報告若しくは資料の提出をせず、若しくは

虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による立

入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定に

よる質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたとき

。 

⑼ 災害の発生の防止及び自然環境等の保全に重大な影響を及ぼ

すおそれがあると認めるとき。 

（命令） 

第１９条 市長は、事業者が正当な理由なく、前条の規定による勧

告に従わないときは、相当の期限を定めて当該事業者に対し、必

要な措置を講ずることを命ずることができる。 

（公表） 

第２０条 市長は、第１５条の規定により許可を取り消し、又は前

条の規定により命令したときは、次の各号に掲げる事項を公表す

ることができる。 

⑴ 命令又は許可の取消しを受けた事業者の氏名及び住所（法人

その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主

たる事業所の所在地） 

⑵ 命令又は許可の取消しの内容 

２ 市長は、前項の規定により公表を行う場合は、あらかじめ事業

者に対し、その理由を通知し、意見を述べる機会を与えなければ

ならない。 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

  附 則 

 （施行期日） 



１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第５条から第１５条までの規定は、この条例の施行の日以後に

設置の工事に着手する太陽光発電設備について適用する。 

３ この条例の施行の際現に設置し、発電し、若しくは設置の工事

に着手している太陽光発電設備の増設又は更新を計画することに

より、当該太陽光発電設備が特定設備に該当することとなるとき

は、第１０条第１項の規定を適用する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  


